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研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　グループホーム南寿の里　　　　職　種　　介護福祉士　　　　氏　名　　松川智恵子

	期　　間　　平成　30年　10月22．23日　

	出張目的　　平成30年度青森県認知症対応型サービス事業管理者研修

	出 張 先　　青森県民福祉プラザ4階　大ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【総括】
今回の研修で認知症対応型サービス事業管理者の役割について学んできました。施設管理者として利用者の管理、スタッフの管理、そして施設運営の管理が必要となってきます。それぞれの管理が不足すると施設の運営に大きな影響を及ぼすことになります。

介護従事者の労務管理ではタイムカードの打刻の必要性や打刻前の業務は適切化、不適切か雇用内容に沿った労働をしているかについて学びました。また、勤務表作成についても月単位で適切に労働管理ができているかについても学び部署の勤務表を見返す機会にもなりました。

施設運営の面では介護事業所における防災について最近の動向で一番話題となっている、災害の部分を大きく取り上げた講義でした。防災の管理体制や災害時の避難体制などきちんと整備されていなければ大きな事故に繋がります。その部分の怠りがあれば利用者の生活、生命にも悪影響を及ぼします。

地域密着型サービスとして役割や取り組み方について、利用者がどのように生活するのが望ましいのか、またどのようなサービスを提供しなければならいのかを学びました。利用者にサービス提供する以外にも地域密着型として地域の方々に施設のことを施設で取り組んでいることを知って頂き、施設の中で取り組んでいることに対しての意見を頂き反映すること大事です。

リスクマネジメントではスタッフの知識や技術の不足、思い込み、予測を想定した行動をしなければ事故に繋がること、管理者としてスタッフ教育が必要なことを学びました。

　今回の研修は現在、部署管理者として行っていることの振り返りだったように感じます。しかし、改めて施設を運営する管理者としての責任の重さを感じた研修でもありました。今回の研修で学んだことを活かしながら、スタッフ教育、指導を行なっていきたいです。

【研修内容】

＜1日目＞

講義１．「地域密着型サービスの基準について」

青森市　福祉部　介護保険課事業者チーム　主幹　成田　忍氏

１．地域密着型サービスとは

地域密着型サービスとは、認知高齢者や一人暮らしの高齢者の増加などをふまえ、高齢者が中重度の要介護状態になっても、出来る限り住み慣れた地域で生活を続けられるように出来るようにするため、身近な市町村で提供されることが適当なサービス類型として創設され、市町村が事業者の指定及び指導・監督を行なう事としたものである。

２.地域密着型サービスの仕組み

1 所在市町村の住民のみが保険給付の対象

2 地域単位での適切なサービス基盤整備が可能

3 地域の事実に応じた報酬・基準の設定が可能

4 構成かつ透明な仕組みとサービスの質の確保

5 地域との連携

講義２．「介護従事者に対する労務管理について」

サカキ経営労務センター　所長　榊　清蔵氏

· タイムカード打刻の管理徹底の必要性

1． 労働時間とは

労働時間とは、労働者が使用者の指揮命令の下拘束されている時間をいう。

(1) 労働基準法第32条の「労働時間」とは指揮命令下にある状態をいいます。従って次のような準備行為は労働時間とはなりません。

1 タイムカード打刻後、就業場所までの移動時間

2 作業服、制服の着替えの時間(義務付けされていない場合)

(2) タイムカードの打刻

タイムカードを打刻した時刻から労働時間にはなりません。就業場所において労務を提供した時刻から労働時間となります。ただし、僅少以上前にタイムカードを打刻している場合は労働時間と疑われます。

2． 労働時間を管理する者の職務

　事業所において労務管理を行なう部署の責任者は、当該事業所内における労働時間の適正な把握など労働時間管理の適正化に関する事項を管理し労働時間管理上の問題点の把握及びその解消を図ること。

· 労働条件の明示と承諾書

1． 労働条件の明示は「採用する時に明らかにしなければならない労働条件」をいう。

2． 労働条件通知書の交付

職員がこれから働く条件について初めて目に見えた形で理解することが出来る書類。

3． 管理職の役目

管理職は労働条件について労働者から質問を受けた場合に、労働者が納得できるように面接時の約束ごとや労働条件について面接者と密な連絡が必要。

· 事業所ごとの就労規則届け先の根拠

１就業規則の作成義務

２事業所ごとに作成

３従業員代表者からの意見の聴取

４従業員への周知

５就業規則の効力発生時期

６労働者代表の選手手続き

講義３．「介護事業所における防災についての理解」

青森県地域広域事務組合　消防本部　予防課　主幹　工藤　弘樹氏

1． 消防法の概要

· 学校、病院、ホテル、向上、事業所など多数の者が出入りし勤務しまた、居住する防火対象物

· 建物の用途、規模、構造、収容人員などにより必要となる消防用設備、防火管理制度など規定されている。

　　　　　　　　

認知症対応対応型事業所などは6項ロまたは6項ハに該当

２.高齢者施設などに必要となる消防用設備

· 消火器

· 自動火災報知器

· 消防機関へ通報する設備

· 誘導灯

· スプリンクラー設備

· 屋内消火栓設備

· 避難器具など

３．その他必要となる設備等

· 適正な防火管理(防火管理者の選任、消防計画の作成、避難訓練の実施など)

· 防火設備の管理

· 避難口の適正な管理

· 防炎物品の使用

· 火気器具などの適正な管理

· 喫煙管理

講義４．「地域密着型サービスの取り組みについて」

社会福祉法人同伸会理事長　特別養護老人ホーム瑞光園　施設長　岩渕　惣二氏

１.地域包括ケアシステムが目指すもの

1 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを、人生の最後まで続けることができる。

2 ２０４０年に向けた地域包括ケアシステム

2． 我が事・丸ごとの地域強制社会実現に向けた３つの観点

1 地域づくり、相談支援体制

2 人材

3 サービス提供体制

＜２日目＞

講義５．「適切なサービス提供のあり方について」

青森県認知症介護指導者　小島一史氏

管理の定義

1． 組織目標達成の為に

2． 経営資源を調整

3． 効果的、効率的に活用

事業計画の策定と推進

１．長期計画(経営)

２．中期計画

３．短期計画、個別計画、部門別事業計画(6.12ヶ月)

管理者のリーダーシップの基本機能

1． 旗振り機能(指示機能)⇒向かうべき方向と目標を指示する

2． 仕掛け作り機能⇒目標に向けてチームを振るい立たせる

3． やりきる仕組みづくり⇒達成する為にさまざまな仕掛けを工夫

適切なサービス提供の為に必要なこと

１.基本的な理念の共有

２．開かれた組織であること

３．「利用者のため」の人材育成を目指すこと

4． 職員への対応

5． リスク管理

6． サービスの質の評価や改善の取り組み

講義６．「介護事業所におけるリスクマネジメント」

青森県認知症介護指導者　成田　和代氏

リスクマネジメントとは

◆リスクに関して組織を指導し管理する調整された活動

◆利用者の安全を最大の眼目とした上でサービスの質の向上と利用者満足度の向上を目指す活動

事業所におけるリスク

· 業務リスク・・・・介護サービスに伴う事故

· 経営リスク・・・・介護報酬の変化、経営収支の悪化

· 災害等リスク・・・火災、地震など

· 存続リスク････過以後報酬の不正受給、介護者による虐待

リスクの評価・分析方法

· SHELモデル

S(ソフトウエア)H(ハードウエア)E(環境)L(人)４つの境界面で起こりえる問題を分析する手法。事故発生防止・再発防止対策を具体化していくもの。

· ４M―４Eモデル

４M(人：物・機械：環境：管理)横軸

４E(教育：技術：強化・徹底：模範)縦軸

に取り縦横軸をクロスさせて具体的要因を探るもの。

管理者としてリスクマネジメント

· よりよう生活の実現のために

1 コミュニケーション

2 職員の教育、チームケア

3 苦情に対する対応など

· 介護の質・安全性を向上させていくことの重要性を認識行動を促す

· 継続的な関わり(研修・訓練)の実施により適切な行動へ結びつける

· 潜在している問題に向きあい分析と対策を実施する
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